
○学校法人東京薬科大学における公益通報に係る調査手続等に関する規程 

平成25年7月1日 

制定 

 

(目的) 

第1条 この規程は、学校法人東京薬科大学コンプライアンス推進規程(以下「規程」とい

う。)第6条の規定に基づき、公益通報(以下「通報」という。)に係る調査の手続等に関し、

必要な事項を定めることを目的とする。 

 

(定義) 

第2条 この規程において使用する用語は、特別の定めのある場合を除くほか、規程にお

いて使用する用語の例による。 

 

(通報者の責務) 

第3条 職員等は、公益通報を行う場合には、客観的な資料に基づき誠実に行うよう努め

なければならない。この場合において、誹謗中傷、私利私欲等の不正な意図又は私憤、

敵意等個人的な感情によって通報してはならない。 

2 調査委員会の調査によって、当該通報が不正の目的によるものと認められたときは、

当該通報者に対し、懲戒処分等の手続を含む必要な措置を講ずることができる。 

 

(通報窓口の設置) 

第4条 理事長は、公益通報に対応するため、学校法人東京薬科大学(以下「法人」という。)

に通報窓口を置くものとする。 

(1) 法人内部通報窓口 内部監査室(理事長が選任した内部監査担当者3名以上5名以内) 

(2) 法人外部通報窓口 弁護士である学外の者に委嘱 

2 法人における通報窓口責任者は、内部監査室長とする。 

 

(通報の受付) 

第5条 通報窓口責任者(内部監査室長)は、通報窓口から通報を受け取ったときは、速やか

に法人総括公益通報者保護責任者(理事長)、及び常務理事、公益通報者保護責任者(学長、

事務局長)に報告するとともに、通報窓口を通じて、通報を受付けた旨を当該通報者に通

知するものとする。 

2 通報窓口責任者は、通報が通報対象事実に該当するか否かの判断が困難であるときは、

当該事案に最も関係の深い業務を所掌する部局等に相談することができる。また、高度

の専門性を要すると判断した場合は、外部に意見を求めることが出来る。 

3 前項に規定する相談を受けた部局等は、誠実に協力するものとする。 

 



(予備調査) 

第6条 公益通報者保護責任者は、前条第1項に規定する報告を受けた場合は、当該通報に

ついて、速やかに通報窓口責任者に、次の各号に掲げる事項について予備調査の実施を

指示するものとする。 

(1) 通報対象事実に該当する可能性 

(2) 通報対象事実とする根拠の合理性 

(3) その他必要と認める事項 

2 通報窓口責任者は、前項に定めるもののほか、次の各号に掲げる事項を予備調査の結

果と同時に公益通報者保護責任者に述べることができる。 

(1) 第8条に規定する調査の要否 

(2) 通報による場合で、通報対象事実に該当しない可能性が高いと認められるときは、

当該通報が不正の目的に基づくものである可能性 

3 公益通報者保護責任者は、予備調査の結果に基づき、通報として受理するか否かを決

定するとともに、通報として受理したときは、事実関係調査の実施の有無を決定するも

のとする。 

4 公益通報者保護責任者は、通報として受理した場合は、その旨及び第1項の結果を遅滞

なく当該通報者に通知するものとする。この場合において、調査を実施しない場合は、

その理由を併せて通知するものとする。 

 

(調査委員会) 

第7条 公益通報者保護責任者は、前条の予備調査の結果により、通報対象事実又は不正

の目的による通報の可能性が高いと認められるときは、速やかに調査委員会(以下「委員

会」という。)を設置して事実関係を調査しなければならない。 

2 委員会は、次の各号に応じて設置する。委員会の委員は、当該各号に定める者をもっ

て構成する。 

(1) 事務組織 

ア 事務局長 

イ 総務部長 

ウ 学務部長 

エ 総務課長 

オ 学務課長 

カ その他委員長が指名する教職員(若干名) 

(2) 教員組織 

ア 被通報者が所属する学部長等 

イ 総務部長 

ウ 学務部長 



エ 総務課長 

オ 学務課長 

カ その他委員長が指名する教職員(若干名) 

3 委員会の委員長は、法人総括公益通報者保護責任者(理事長)及び常務理事をもって、ま

た、副委員長は公益通報者保護責任者(学長、事務局長)に掲げる者をもってこれに充て

る。 

4 委員会は、通報に係る事案の調査を行い、是正及び再発防止のための措置の必要性に

ついて検討することができる。 

5 委員会は、必要と認めるときは、委員以外の者の出席を求め、その意見を聴くことが

できる。 

 

(調査の実施) 

第8条 通報の事実関係の調査は、次の方法により行う。 

(1) 関係資料等の調査 

(2) 関係者からの事情聴取 

(3) その他事実関係に必要な調査 

2 調査の実施にあたっては、当該通報者が特定されないように十分配慮しなければなら

ない。 

 

(調査への協力) 

第9条 教職員等は、委員会の調査に誠実に協力しなければならない。 

 

(調査結果の報告) 

第10条 委員長は、調査結果を速やかに公益通報者保護責任者に報告しなければならない。 

 

(是正措置) 

第11条 公益通報者保護責任者は、前項の報告により、不正が明らかになった場合は、速

やかに是正及び再発防止のための措置を講じなければならない。 

 

(懲戒処分等) 

第12条 公益通報者保護責任者は、不正が明らかになった場合には、当該不正に関与した

教職員に対して、学校法人東京薬科大学職員就業規則(第46条)に基づく懲戒処分等の手

続を含む必要な措置を講ずることができる。 

 

(通知及び公表) 

第13条 公益通報者保護責任者は、通報者に対して、通報窓口を通じ、調査結果及び是正



結果を遅滞なく通知するものとする。 

2 公益通報者保護責任者は、不正が明らかとなった場合には、通報対象事実及び是正措

置等に関して、速やかに公表するものとする。 

 

(通報者の保護) 

第14条 公益通報者保護責任者は、通報者が通報をしたことを理由として、解雇その他不

利益な取扱いを被ることがないよう、必要な措置を講ずるとともに、通報者の職場環境

の保全に努めなければならない。 

 

(フォローアップ) 

第15条 公益通報者保護管理者は、通報処理終了後、通報、相談又は調査協力を行ったこ

とを理由とした不利益な取扱いについて、通報者、相談者又は協力者から申立てがあっ

た場合には、当該申立てに係る事実について確認し、その保護に係るフォローアップを

行うものとする。 

2 公益通報者保護管理者は、前項のフォローアップを行ったときは、速やかに公益通報

者保護責任者に報告しなければならない。 

3 公益通報者保護責任者は、通報に係る事実がないことが判明した場合において、関係

者の名誉が害されたと認めたときは、事実関係の公表その他関係者の名誉を回復するた

めに必要な措置を講じるものとする。 

 

(義務等) 

第16条 この規程に定める手続に関与する者は、次の各号に掲げる事項を遵守しなければ

ならない。 

(1) 公平、公正な立場で任務を行わなければならない。 

(2) 任務において知り得た秘密を他に漏らしてはならない。任務終了後も同様とする。 

(3) 通報者、相談者及び調査に協力した関係者の名誉及びプライバシーなどを侵害する

ことがないよう慎重に行動しなければならない。 

(4) 調査が、自らが関係するものであった場合には、その通報の処理、調査等に関与し

てはならない。 

 

(公益通報者総括保護責任者及び監事への報告) 

第17条 公益通報者保護責任者は、予備調査の結果、委員会の調査の進捗状況、調査結果

等について、遅滞なく法人総括公益通報者保護責任者及び監事に報告しなければならな

い。 

 

(庶務) 



第18条 通報窓口及び委員会の庶務は、内部監査室において行う。 

 

(運営細則) 

第19条 この規程に定めるもののほか、調査の手続等に関し必要な事項は、委員会の議を

経て、委員長が別に定める。 

 

附 則 

この規程は、平成25年7月1日から施行する。 

 


